
関係部局連携 

被災者の生活再建に向けた取組について（案） 

○住居確保、各種相談、情報提供等の支援 ○住宅、健康、教育、雇用等課題への対応 

帰還・恒久的な住宅への円滑な移行方策 被災者の個別具体の課題への対応 

新生ふくしま復興推進本部会議  ＜復興対策推進プロジェクトチーム ＞ 

  

                       ・ ４月初旬    ： プロジェクトチームの開催 
                       ・ ４月～７月     ： 平成２８年度の国の概算要求に向けた支援策の検討 など 
当面のスケジュール 

   

【 被災者の生活再建 】      
 ○県内外の避難者が、今後の生活の見通しを立てることができるようにすることが喫緊の課題。 
 ○仮設・借上住宅から恒久的な住宅への円滑な移行や被災者の個別具体の対応策について検討。 

 
      県内       ７１，７５５人 
      県外       ４７，２１９人 
      合計      １１８，９７４人 

 
＜分散避難＞ 
 ○半数近くの世帯（４８．９％）が２か所以上に分散して生活している 
＜住まいの状況＞ 
 ○避難者の約７割（６９．０％）が仮設・借上住宅等に居住している 
＜生活上の不安・困っていること＞ 
 ○住まいのこと              ６３．４％ 
 ○自分や家族の身体の健康のこと ６３．２％ 
 ○自分や家族の心の健康のこと   ４７．８％ 

○今後の生活の見通しを示してほしい 
○多くの避難者が心のケアを必要としている 
○ふるさとに戻っても、仕事がなければ生活が出来ない 

○帰還に向けて、住宅、就労、学校等の情報を知りたい 
○帰還するか、避難先で頑張るべきか迷っていて、判断できない 
○近くに避難者がいないため、交流会などがあれば紹介してほしい 

避難者数（平成27年3月時点） 

避難者意向調査（平成26年1月～2月） 避難者交流会や相談会での主な意見等 

ふくしまの今とつながる相談室toiroでの主な相談内容 

H27.3.25 新生ふくしま復興推進本部 

避難者支援課 
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